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（１）経営事項審査



経営事項審査の受審者数の推移

⚫ 経営事項審査の受審業者数は減少傾向にあり、特に知事許可業者の減少が大きい状況。

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

知事許可 176,063 170,609 164,048 154,462 148,052 148,917 143,801 141,181 137,639 136,881 135,181 134,621 133,638 132,513 130,983 131,078 130,861 130,128 128,393 127,202 125,867

大臣許可 7,681 7,480 7,291 6,883 6,411 6,668 6,481 6,474 6,420 6,424 6,389 6,438 6,571 6,534 6,519 6,506 6,569 6,547 6,554 6,584 6,588
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■建設業法（昭和二十四年法律第百号）（抄）
（経営事項審査）

第二十七条の二十三 公共性のある施設又は工作物に関する建設工事で政令で定めるものを発注者から直接
請け負おうとする建設業者は、国土交通省令で定めるところにより、その経営に関する客観的事項について審
査を受けなければならない。

２ 前項の審査（以下「経営事項審査」という。）は、次に掲げる事項について、数値による評価をすることにより行
うものとする。
一 経営状況
二 経営規模、技術的能力その他の前号に掲げる事項以外の客観的事項

３ 前項に定めるもののほか、経営事項審査の項目及び基準は、中央建設業審議会の意見を聴いて国土交通
大臣が定める。

■建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号）
（経営事項審査の客観的事項）

第十八条の三 法第二十七条の二十三第二項第二号に規定する客観的事項は、経営規模、技術的能力及び次
の各号に掲げる事項とする。
一 建設工事の担い手の育成及び確保に関する取組の状況
二 建設業の営業継続の状況
三 法令遵守の状況
四 建設業の経理に関する状況
五 研究開発の状況
六 防災活動への貢献の状況
七 建設機械の保有状況
八 国又は国際標準化機構が定めた規格による認証又は登録の状況
２・３ （略）

経営事項審査の法律上の位置づけ
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その他の審査項目（社会性等）（Ｗ）：Ｗ１①

項目 評点

建設業退職金共済制度への加入（Ｗ１４） 15

退職一時金制度又は企業年金制度の導入（Ｗ１５） 15

法定外労働災害補償制度への加入（Ｗ１６） 15

Ｗ１：建設工事の担い手の育成及び確保に関する取組の状況

・Ｗ１-１からＷ１-10までの各項目の評点を合算して求める。
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・技術職員のうち、審査基準日において満35歳未満の技術職員の割合を計算し、表に当てはめて評点を求める。

若年技術職員の継続的な育成及び確保 評点

15%以上 １

15%未満 ０

Ｗ1-4  若年技術職員の継続的な育成及び確保の状況

・技術職員のうち、審査基準日において満35歳未満で、審査対象年内に新たに技術職員となった者の割合を計算し、
表に当てはめて評点を求める。

新規若年技術職員の育成及び確保 評点

1%以上 １

1%未満 ０

Ｗ1-4  新規若年技術職員の育成及び確保の状況

Ｗ1-1～Ｗ1-3



その他の審査項目（社会性等）（Ｗ）：Ｗ１②
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Ｗ1-5 知識及び技術又は技能の向上に関する建設工事に従事する者の取組の状況

・以下の算式によって算出された数値を表に当てはめて評点を求める。

技術者数

技術者数＋技能者数
×
CPD単位取得数

技術者数
+

技能者数

技術者数＋技能者数
×

技能レベル向上者数

技能者数－控除対象者数

Ａ 換算値

30 10

27以上30未満 ９

24以上27未満 ８

21以上24未満 ７

18以上21未満 ６

15以上18未満 ５

12以上15未満 ４

９以上12未満 ３

６以上９未満 ２

３以上６未満 １

３未満 ０

※ 技術者数：監理技術者になる資格を有する者、主任技術者になる資格を有する者、一級技士補及び二級技士補の数の合計

※ ＣＰＤ単位取得数：技術者が審査基準日以前一年間に取得したＣＰＤ単位の合計数

Ｂ 換算値

15％以上 10

13.5％以上15％未満 ９

12％以上13.5％未満 ８

10.5％以上12％未満 ７

９％以上10.5％未満 ６

7.5％以上９％未満 ５

６％以上7.5％未満 ４

4.5％以上６％未満 ３

３％以上4.５％未満 ２

1.5％以上３％未満 １

1.5％未満、分母が０ ０

Ｃ 評点

10 10

９以上10未満 ９

８以上９未満 ８

７以上８未満 ７

６以上７未満 ６

５以上６未満 ５

４以上５未満 ４

３以上４未満 ３

２以上３未満 ２

１以上２未満 １

１未満 ０

※ 技能者数：審査基準日以前三年間に、建設工事の施工に従事した者で、作業員名簿を作成する場合に建設工事に従事する
者として氏名が記載される者（施工管理（監理技術者等として管理に係る業務）のみに従事する者）は除く）の数

※ 控除対象者数：審査基準日の３年前の日以前にレベル４の評価を受けていた者の数

※ 技能レベル向上者数：認定能力評価基準により受けた評価が審査基準日以前３年間に１以上向上した者の数
  なお、認定能力基準による評価を受けていない場合は、レベル１として審査する。

Ａ ＢＣ



その他の審査項目（社会性等）（Ｗ）：Ｗ１②
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Ｗ1-5におけるＣＰＤ単位取得数

審査対象年にＣＰＤ認定
団体によって

取得を認定された単位数

告示別表第１８の
左欄に掲げる

CPD認定団体毎に
右欄に掲げる数値

÷ ×３０

各技術者のＣＰＤ単位

公益社団法人空気調和・衛生工学会 50

一般財団法人建設業振興基金 12

一般社団法人建設コンサルタンツ協会 50

一般社団法人交通工学研究会 50

公益社団法人地盤工学会 50

公益社団法人森林・自然環境技術教育研究センター 20

公益社団法人全国上下水道コンサルタント協会 50

一般社団法人全国測量設計業協会連合会 20

一般社団法人全国土木施工管理技士会連合会 20

一般社団法人全日本建設技術協会 25

土質・地質技術者生涯学習協議会 50

公益社団法人土木学会 50

一般社団法人日本環境アセスメント協会 50

公益社団法人日本技術士会 50

公益社団法人日本建築士会連合会 12

公益社団法人日本造園学会 50

公益社団法人日本都市計画学会 50

公益社団法人農業農村工学会 50

一般社団法人日本建築士事務所協会連合会 12

公益社団法人日本建築家協会 12

一般社団法人日本建設業連合会 12

一般社団法人日本建築学会 12

一般社団法人建築設備技術者協会 12

一般社団法人電気設備学会 12

一般社団法人日本設備設計事務所協会連合会 12

公益財団法人建築技術教育普及センター 12

一般社団法人日本建築構造技術者協会 12

○ ＣＰＤ単位取得数は、建設業者に所属する技術者が取得したＣＰ
Ｄ単位の合計数とする。

○ 各技術者のＣＰＤ単位は、以下の算式で算出される数値とする。

 

※上記算式で計算される各技術者のＣＰＤ単位数に小数点以下の端
数がある場合は、これ切り捨てる。

※また、各技術者のＣＰＤ単位の上限は30とする。

告示別表第２１



その他の審査項目（社会性等）（Ｗ）：Ｗ１③

認定の区分 評点

女性活躍推進法に基づく認定

プラチナえるぼし ５

えるぼし（第３段階） ４

えるぼし（第２段階） ３

えるぼし（第１段階） ２

次世代法に基づく認定

プラチナくるみん ５

くるみん ３

トライくるみん ３

若者雇用促進法に基づく認定 ユースエール ４
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Ｗ1-6 ワーク・ライフ・バランスに関する取組の状況

・「女性活躍推進法に基づく認定」、「次世代法に基づく認定」及び「若者雇用促進法に基づく認定」について審査基準日
における各認定の取得状況を表に当てはめて評点を求める。



その他の審査項目（社会性等）（Ｗ）：Ｗ１④
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Ｗ1-8 「建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度」の宣言の有無

・審査基準日において、国土交通省が実施する自主宣言制度の宣言を元請事業者又は下請事業者の立場で行っており、
自主宣言制度で宣言した取り組みについて取組開始日以降行う又は行っている旨の誓約書を提出している場合に、加点

建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度の宣言の有無 評点

有 5

無 0

Ｗ1-7 建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置の実施状況

措置の実施状況 評点

民間工事を含む全ての建設工事で実施 15

全ての公共工事で実施 10

必要な措置とは、①CCUS上での現場・契約情報の登録、②建設工事に従事する者が直接入力によらない方法※で
CCUS上に就業履歴を蓄積できる体制の整備、③経営事項審査申請時に様式第６号に掲げる誓約書の提出、のす
べてを実施している場合をいう。

・審査対象年度に発注者から直接請け負った建設工事のうち、①日本国内以外の工事、②建設業法施行令で定める
軽微な工事、③災害応急工事を除くものにおける必要な措置の実施状況を表に当てはめて評点を求める。

※ 直接入力によらない方法：就業履歴データ登録標準API連携認定システムにより、入退場履歴を記録できる措置を実
施していること等
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その他の審査項目（社会性等）（Ｗ）：Ｗ2 、Ｗ3

Ｗ３：防災協定締結の有無

・国、特殊法人等又は地方公共団体との間で災害時の防災活動等について定めた防災協定を締結している場合に
20点の加点とする。

防災協定締結の有無 評点

有 20

無 0

Ｗ２：建設業の営業継続の状況

営業年数 評点 営業年数 評点 営業年数 評点 営業年数 評点

35年以上 60 27年 44 19年 28 11年 12

34年 58 26年 42 18年 26 10年 10

33年 56 25年 40 17年 24 9年 8

32年 54 24年 38 16年 22 8年 6

31年 52 23年 36 15年 20 7年 4

30年 50 22年 34 14年 18 6年 2

29年 48 21年 32 13年 16 5年以下 0

28年 46 20年 30 12年 14

※再生手続開始の決定又は更生手続開始の決定を受け、かつ審査基準日以前に再生手続終結の決定又は更生手続終結の決定を受
けていない場合に60点の減点とする。

※再生手続開始の決定又は更生手続開始の決定を受け、かつ再生手続終結の決定又は更生手続終結の決定を受けた建設業者は、当
該再生手続終結の決定又は更生手続終結の決定を受けた時より起算するものとする。

・建設業の許可又は登録を受けて営業を行っていた年数について以下の表に当てはめて求める。
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その他の審査項目（社会性等）（Ｗ）：Ｗ4、Ｗ５

Ｗ５：建設業の経理に関する状況

・監査の受審状況（Ｗ５１）及び公認会計士等数（Ｗ５２）の点数を合計し算出する。

監査の受審状況 評点

会計監査人の受審状況 20

会計参与の設置 10

経理処理の適正を確認した旨の書類の提出 2

無 0

Ｗ5-1監査の受審状況 Ｗ5-2公認会計士等数

※公認会計士等数値＝１級登録経理講習受講者等の数×１＋２級登録経理講習受講者等の数×0.4

Ｗ４：法令遵守の状況

法令遵守の状況 評点

無 0

指示をされた場合 -15

営業の全部若しくは一部の停止を命ぜられた場合 -30

・審査対象年に建設業法第28条の規定により指示され、又は営業の全部若しくは一部の停止を命ぜられたことがある
場合に、以下の表に基づき減点する。

公認会計士等数値※

年
間
平
均
完
成
工
事
高

600億円以上 13.6以上
10.8以上
13.6未満

7.2以上
10.8未満

5.2以上
7.2未満

2.8以上
5.2未満

2.8未満

150億円以上 600億円未満 8.8以上
6.8以上
8.8未満

4.8以上
6.8未満

2.8以上
4.8未満

1.6以上
2.8未満

1.6未満

40億円以上 150億円未満 4.4以上
3.2以上
4.4未満

2.4以上
3.2未満

1.2以上
2.4未満

0.8以上
1.2未満

0.8未満

10億円以上 40億円未満 2.4以上
1.6以上
2.4未満

1.2以上
1.6未満

0.8以上
1.2未満

0.4以上
0.8未満

0.4未満

１億円以上 10億円未満 1.2以上
0.8以上
1.2未満

0.4以上
0.8未満

- - 0.4未満

１億円未満 0.4以上 - - - - 0.4未満

評点 10点 ８点 ６点 ４点 ２点 ０点
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その他の審査項目（社会性等）（Ｗ）：Ｗ６

Ｗ６：研究開発の状況

・研究開発費の額の平均の額を表に当てはめて評点を求める。

※会計監査人設置会社において、会計監査人が当該会社の財務諸表に対して、無限定適正意見又は限定付き適
正意見を表明している場合に限る。

平均研究開発費の額 評点 平均研究開発費の額 評点

100億円以上 25 11億円以上 12億円未満 12

75億円以上 100億円未満 24 10億円以上 11億円未満 11

50億円以上 75億円未満 23 9億円以上 10億円未満 10

30億円以上 50億円未満 22 8億円以上 9億円未満 9

20億円以上 30億円未満 21 7億円以上 8億円未満 8

19億円以上 20億円未満 20 6億円以上 7億円未満 7

18億円以上 19億円未満 19 5億円以上 6億円未満 6

17億円以上 18億円未満 18 4億円以上 5億円未満 5

16億円以上 17億円未満 17 3億円以上 4億円未満 4

15億円以上 16億円未満 16 2億円以上 3億円未満 3

14億円以上 15億円未満 15 1億円以上 2億円未満 2

13億円以上 14億円未満 14 5,000万円以上 1億円未満 1

12億円以上 13億円未満 13 5,000万円未満 0
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その他の審査項目（社会性等）（Ｗ）：Ｗ７、Ｗ８

Ｗ７：建設機械の保有状況

・審査基準日において自ら所有している又は審査基準日からの１年７ヶ月以上の使用期間が定められているリース
契約を締結している建設機械の台数を表に当てはめて評点を求める。

台数 評点 台数 評点

14台以上 15 ５台 ９

12～13台 14 ４台 ８

10～11台 13 ３台 ７

８～９台 12 ２台 ６

７台 11 １台 ５

６台 10 ０台 ０

※ショベル系掘削機、ブルドーザー、トラクターショベル、モーターグレーダー、ダンプ車、アスファルト・フィニッシャ、
移動式クレーン、不整地運搬車、高所作業車、締固め用機械、解体用機械

Ｗ８：国又は国際標準化機構が定めた規格による認証又は登録の状況

・エコアクション２１（ＥＡ２１）の認証又はＩＳＯ第9001号若しくはＩＳＯ第14001号の規格による登録状況を表に当て
はめて評点を求める。

ISO14001の登録状況 ＥＡ２１の認証状況
評点

ISO9001登録有 ISO9001登録無

有
有

10 ５
無

無
有 ８ ３

無 ５ ０



特殊経審① 【合併・譲渡・分割における例】

本来、経営事項審査は事業年度終了日を基準として審査を行うが、可及的速やかに新会社の実態に即
した客観的事項の評価するため、合併等後の最初の事業年度終了の日を待たず、（消滅会社等の完工高
や営業年数等を承継した）新会社の経営事項審査結果を取得することが可能。

13

Ａ社

C社

B社

A社 B社

建設事業建設事業
合併

事業譲渡

A社

建設事業

B社

建設事業

譲渡会社 譲受会社 分割会社

分割

新設会社

譲渡時経審 分割時経審合併時経審

（例）新設合併 （例）新設分割

消滅会社 消滅会社

新設会社



ＡBホールディングス

Ａ道路

連結決算

B建築 Ｃ左官Ａ土木 Ｄ電気

グループ化

14

子会社（Ａ道路）であっても、企業集団の
中で一定規模以上を確保している場合に
は、子会社の経営事項審査の評価項目
のうち、経営状況（Ｙ）について、連結財務
諸表に基づいて評価を受けることができ
る。

グループ会社間で相当程度の機能分担
が図られている場合に、法人格は分かれ
ているものの実質的に合併と同様の企業
結合であると見なし、グループ内の完工
高等を集約して評価するなど、グループ
一体としての評価を受けることができる。

（業種ごとに代表企業を定めて受審）

持株会社（ＡＢホールディングス）に所属
する技術職員数と公認会計士等の数につ
いて、企業集団に含まれるグループ会社
（Ａ建設・Ｂ建設）のそれぞれの経営事項
審査において、適宜按分して評価を受け
ることができる。

Ａ建設 B建設

Ａ建設 Ａ建設

グループ経審 持株会社経審連結経審

持株会社化

特殊経審② 【企業集団における例】



経営事項審査を受審した事業者の「総合評定値通知書」をインターネット上で公表

※商号名称等で検索・閲覧が可能

15

経営事項審査結果の公表について

商号名称にて検索
※別ページで許可番号によ
る検索も可能
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経営事項審査結果の公表について

（公表イメージ） ※PDF形式にてダウンロード



一般土木 電気設備アスファルト舗装 造 園

A

B

C

D

A

B

C

8.2億円

3.4億円

7,000万円

1.4億円

6,000万円

A

B

A

B

C
3,000万円

2.3億円

6,000万円

※Ｄ等級無し（1地整)
・H25～ 中国

※Ｃ等級無し（5地整）
・H21～ 東北・中国
・H23～ 北陸
・H25～ 九州
・H27～ 四国

※区分無し（3地整）
・H21～ 東北・四国
・R3～ 中国

WTO

（9.0億円）

(※

１
）

地
域
要
件

県
内(

地
域
内)

本
支
店
・営
業
所

設
定
無
し

建 築

A

B

C

D

8.2億円

3.4億円

7,000万円

※Ｄ等級無し（1地整）
・H25～ 中国

WTO

（9.0億円）

県
内
本
支
店
・営
業
所

設
定
無
し

暖冷房衛生設備

A

B

C

2.3億円

6,000万円

(※

１
）

地
域
要
件

(※

１
）

地
域
要
件

(※

１
）

地
域
要
件

(※

１
）

地
域
要
件

(※

１
）

地
域
要
件

県
内(

地
域
内)

本
支
店

営
業
所

地
整
管
内

本
支
店
・営
業
所

WTO

（9.0億円）

設
定
無
し

WTO

（9.0億円）

WTO

（9.0億円）

県
内

(

地
域
内)

本
支
店

営
業
所

地
整
管
内(

県
内
）

本
支
店
・営
業
所

設
定
無
し

設
定
無
し

地
整
管
内

本
支
店

営
業
所

県
内
本
店
か
つ

地
域
内
本
支

店
・営
業
所

県
内(

地
域
内)

本
支
店

営
業
所

29社

46社

6,382社

9,487社

27社

233社

2,993社

7,754社

48社

5,652社

3,981社

1,212社

76社

1,317社

4,044社

117社

1,072社

7,364社

(※

２
）

企
業
形
態

全
国
企
業

地
域
企
業

(※

２
）

企
業
形
態

地
域
企
業

(※

２
）

企
業
形
態

全
国
企
業

地
域
企
業

地
域
企
業

全
国
企
業

地
域
企
業

全
国
企
業

地
域
企
業

(※

２
）

企
業
形
態

(※
２
）

企
業
形
態

(※

２
）

企
業
形
態

地
整
管
内

本
支
店
・営
業
所

全
国
企
業地

整
管
内

本
支
店
・営
業
所

地
整
管
内

本
支
店
・営
業
所

県
内(

地
域
内)

本
支
店
・営
業
所

2,933社

WTO

（9.0億円）

設
定
無
し

（参考）等級区分がある工種の発注標準等

【全地方整備局における令和７・８年度 競争参加資格者名簿】

（参考）ＷＴ０（政府調達協定）標準額の推移
Ｈ２０：７．９億円 → Ｈ２２：６．９億円 → Ｈ２４：５．８億円

 → Ｈ２６：６．０億円 → Ｈ２８：７．４億円 → Ｈ３０：６．８億円
  → Ｒ２：６．９億円 → Ｒ４：６．８億円 → Ｒ６：８．１億円 → Ｒ８：９．０億円※１ 地域要件は各地方整備局の主な内容を記載

※２ 企業形態は、構成する企業の主な形態を記載
※３ １業種について、複数の地整で登録している場合は、本店所在地の地整等級にて計上（重複無しで整理）
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工期、機能、安全性などの価格以外の要素と価格とを総合的に評価して
落札者を決定する方式
工期、機能、安全性などの価格以外の要素と価格とを総合的に評価して
落札者を決定する方式

予め、入札公告等において、
技術提案を求める内容
技術提案の評価の方法

を公表

提出された技術提案を公表され
た評価方法に従って審査し、技術
提案毎に技術点を決定

技術提案
の提出

【総合評価の評価項目例】

技術提案に関する項目 工期短縮、品質向上、環境の維持（騒音・振動・水質汚染など） など

施工能力等に関する項目 企業・技術者の過去の同種工事実績、工事成績 など

地域精通度・貢献度等に関する項目 災害協定の締結、災害協定に基づく活動実績 など

評価値 ＝
技術評価点

入札価格

価格

技
術
評
価
点

予定
価格評価値

落札者

標準点
(100点)

【総合評価落札方式の手続きの流れ】

【総合評価落札方式の仕組み】

予定価格の範囲内で、評価値が最も高い者を落札者とする方式のこと。

技術評価点

提案内容により、標準
点に加算点を付与。
技術提案が適切でな
い場合は、標準点を
与えない。

右図のよ
うに、「傾
き」を示す

B

A

C

D
E

（参考）工事の総合評価落札方式の概要

加算点

標準点

18



19

（２）専門工事企業の施工能力等の見える化評価



「見える化」の評価項目【共通評価項目】

20



「見える化」の評価項目【選択評価項目例】

21



評価基準の考え方『基礎情報』

22



評価基準の考え方『施工能力』

23



評価基準の考え方『コンプライアンス』

24



専門工事企業の施工能力等の見える化評価制度に関する告示の概要
（令和２年国土交通省告示第４９８号）

25

建設キャリアアップシステムに登録され、又は蓄積される情報を活用した専門工事企業の施工能力等の

見える化評価の実施に関し必要な事項を定めることにより、見える化評価の適正な実施を確保し、

専門工事企業が施工能力等に応じて適正に評価され、選ばれる環境の整備を図るとともに、

建設業界に対する安心感を醸成するための仕組みの構築を図ることで、建設技能者の処遇を改善し、

もって建設業の担い手を確保すること （第１条）

目 的

制度の概要

• 見える化評価を実施しようとする者は、見える化評価基準を作成 （第３条）

• 国土交通大臣は、当該見える化評価基準が建設技能者の処遇改善を目指すものである等の基準に適
合すると認めた場合は、認定を行い、これを公表する （第３条）

• 見える化評価実施機関は、見える化評価実施規程を国土交通大臣に届出を行う （第４条）

• 見える化評価実施機関は、実施規程に基づき、見える化評価を実施し、公表する （第５条）



評価基準の具体例

圧入企業の施工能力等の見える化評価基準

【基礎情報の評価内容】

 建設業許可（２段階評価）

建設業の許可年数（４段階評価）

   資本金（４段階評価）

 完成工事高（４段階評価）

   団体加入（２段階評価）
   地域防災協定締結の有無（２段階評価）

「有」・・・100 点、「無」・・・25点

「50年以上」・・・100点
「30年以上50年未満」・・・75点
「10年以上30年未満」・・・50点
「10年未満」・・・25点

「5000万円以上」・・・100 点
「3000万円以上5000万円未満」・・・75点 
「1000万円以上3000万円未満」・・・50点
「1000万円未満」・・・25点

「15億円以上」・・・100点
「10億円以上15億円未満」・・・75点
「5億円以上10億円未満」・・・ 50点
「5億円未満」・・・25 点
※重み付２倍

「有」・・・100 点、「無」・・・25点
「有」・・・100 点、「無」・・・25点
※重み付３倍

26



評価基準の具体例

27

圧入企業の施工能力等の見える化評価基準

【施工能力の評価内容】

建設キャリアアップカードの保有者数（４段階評価）

「30名以上」・・・・・・・・・・100 点
「15名以上30名未満」・・ 75 点
「5名以上15名未満」・・・ 50 点
「5名未満」・・・・・・・・・・・ 25 点

所属技能者に占める能力評価レベル 3 以上の者の割合（４段階評価）

「30％以上」・・・・・・・・・・・100 点
「20％以上30％未満」・・・ 75 点
「10％以上20％未満」・・・ 50 点
「10％未満」・・・・・・・・・・・ 25 点

所属技能者に占める 29 歳以下の者の割合及び所属技能者の平均勤続年数の合算（４段階評価）

   「合算した点数が 150 点、175 点又は 200 点」・・・100 点
   「合算した点数が 100 点又は 125 点」・・・・・・・・・・ 75 点
   「合算した点数が 75 点」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 50 点
   「合算した点数が 50 点」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25 点



評価基準の具体例

28

圧入企業の施工能力等の見える化評価基準

【施工能力の評価内容】

○所属技能者に占める 29 歳以下の者の割合（４段階評価）

  「30％以上」・・・・・・・・・・・・100 点
「20％以上 30％未満」・・・ 75 点
「10％以上 20％未満」・・・ 50 点
「10％未満」・・・・・・・・・・・・ 25 点

○所属技能者の平均勤続年数（４段階評価）

「20年以上」・・・・・・・・・・・100 点
「15年以上 20年未満」・・・ 75 点
「10年以上 15年未満」・・・ 50 点
「10年未満」・・・・・・・・・・・ 25 点

登録圧入工基幹技能者の数（４段階評価）

 「5人以上」・・・・・・・・・・・・100 点
 「3人以上5人未満」・・・・・ 75 点
「1人以上3人未満」・・・・・ 50 点

 「0人」・・・・・・・・・・・・・・・・ 25 点

圧入施工機械保有台数（リース契約含む）（４段階評価）

 「10台以上」・・・・・・・・・・・100 点
 「7台以上10台未満」・・・・ 75 点
「5台以上7台未満」・・・・・ 50 点

 「5台未満」・・・・・・・・・・・・ 25 点



評価基準の具体例

29

圧入企業の施工能力等の見える化評価基準

【コンプライアンスの評価内容】

処分歴（２段階評価） 「無」・・・100点、「有」・・・25点
社会保険加入状況（３保険全て）（２段階評価） 「有」・・・100点、「無」・・・25点
退職金制度の有無（２段階評価）  「有」・・・100点、「無」・・・25点
３６協定締結の有無（２段階評価）   「有」・・・100点、「無」・・・25点
法定外労働災害補償制度加入の有無（２段階評価）   「有」・・・100点、「無」・・・25点

☆☆☆☆評価については、見える化制度における最上位であることを踏まえて設定。
見える化項目ごとに、評価内容の合計の平均点が75点以上を「☆☆☆☆評価」、50点以上
75点未満を「☆☆☆評価」、25点超50点未満を「☆☆評価」、25点を「☆評価」とする。



評価基準の認定を受けた職種、評価実施機関をインターネット上で公表

※評価企業は、ホームページ内のリンクより閲覧が可能

30

専門工事企業の施工能力等の見える化の公表について

（国土交通省ホームページ）

評価企業は、評価実施機関

ごとのリンク形式で掲載して

おり、リンク先で閲覧が可能
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専門工事企業の施工能力等の見える化の公表について

（公表イメージ）※公表形式は、評価実施機関ごとに異なる
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（参考）建設キャリアップシステム及び
   建設技能者の能力評価制度について



３．建退共制度の見直し

○ 建退共の電子申請システムとの連携により、CCUS
タッチで建退共掛金が蓄積

○ 退職金1,000万円以上を目指して、複数掛金制度に
おいてCCUSレベルの活用を検討

建設業政策におけるCCUSの位置づけ・利活用

◼ CCUSを取り巻く環境は、１．第３次・担い手三法の施行、２．育成就労制度の導入、３．建退共制度の見直
しにより、本格運用開始以来の大変革期を迎えている。

◼ CCUS能力評価の位置付けは大幅に強化され、業界共通のインフラとしての役割はより一層重要に。

２．育成就労制度の導入１．第３次・担い手三法の施行

労務費に関する基準

建設キャリアアップシステム
（CCUS）

②「自主宣言制度」
○ CCUS活用が必須項目の１つ
○ 雇用する技能者のCCUS詳細型登録が必須
○ 自主宣言を行うことで経審において加点

○ 建設業者に対し、労働者の知識、技能等の評価に基づく賃金
支払い等を行うことを努力義務化

①「CCUSレベル別年収」
○ 「目標値」と「標準値」の２つの水準の値を設定

○ 「目標値」を適正な賃金としての支払いを推奨
○ 「標準値」を下回る支払いは、労務費のダンピングの恐れがないか重点的に確認

○ 育成就労も、企業はCCUSを登録、労働者は
CCUSに登録していることが必須

○ 技能実習に比べ、キャリアパスとしての活用が
より重要に

○ 「外国人就労管理システム」、入管庁の「在留情報」と

CCUSを連携

ピッ！
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（３）建設業許可



許可基準の概要

○ 建設業法における許可制度の要件は以下４点から構成される。

（１）経営の安定性
①経営能力（常勤役員等・保険加入）
…建設業は一品ごとの注文生産であり、一つの工事の受注ごとにその工事の内容に応じて資金の調達、資材の購入、
技術者及び労働者の配置、下請負人の選定及び下請契約の締結を行わなければならず、また工事の目的物の完成ま
で、その内容に応じた施工管理を適切に行うことが必要であることから、適正な建設業の経営を行うため課せられ
ている要件。加えて、建設業者の適正な経営の観点から、法令上加入が義務付けられている保険への加入を要件

②財産的基礎（請負契約を履行するに足りる財産的基礎・金銭的信用）
…建設業の営業を行うには、資材の購入、労働者の募集、機械器具又は仮設機材の購入等工事の着工のためにかなり
の準備資金を必要とするところ、適切な営業活動を行い、建設工事の適正な施工を確保するためには、営業に当
たってある程度の資金を確保していることが必要との観点から課せられている要件

（２）技術力
③業種ごとの技術力（営業所技術者等）
…建設業に関する営業の中心は各営業所にあることからみて、建設工事に関する請負契約の適正な締結及びその履行
を確保するためには、各営業所ごとに許可を受けて営業しようとする建設業に係る建設工事についての技術者を置
くことが必要であり、そこに置かれる者は常時その営業所に勤務していることが適切であることから課せられてい
る要件

（３）適格性
④誠実性（役員や使用人等の、請負契約に関する不正・不誠実さの排除）
…建設業の営業は注文生産であるためその取引の開始から終了までに長い期日を要すること、前払などによる金銭の
授受が慣習化していること等により、いわば信用を前提として行われるものであり、請負契約の締結やその履行に
際して不正又は不誠実な行為をするような者に営業を認めることはできないことから課せられている要件

※このほか、法第８条において、暴力団排除等の欠格要件あり 35



①経営能力／「適正な経営業務の管理」  基準

法第７条第１号の省令で定める基準→ 建設業者として、下記のいずれかの体制を有すること

○ 建設業に関し５年以上の経営業務の管理責任者としての経験を有する者であること。

○ 建設業に関し経営業務の管理責任者に準ずる地位にある者（経営業務を執行する権限の委任を
受けた者に限る。）としての５年以上経営業務を管理した経験を有する者であること。

○ 建設業に関し経営業務の管理責任者に準ずる地位にある者としての6年以上経営業務の管理責
任者を補助する業務に従事した経験を有する者であること。

（個人である場合はその者又はその支配人）のうち１人が、次のいずれかに該当するであること。

（個人である場合はその者又はその支配人）の
うち１人が、次のいずれかに該当するものであ
ること。

A 建設業に関し、二年以上役員等として
の経験を有し、かつ、五年以上役員等又
は役員等に次ぐ職制上の地位にある者
（財務管理、労務管理又は業務運営の業
務を担当するものに限る。）としての経
験を有する者

B 五年以上役員等としての経験を有し、
かつ、建設業に関し、二年以上役員等と
しての経験を有する者

※建設業の種類ごとの区別は廃止し、建設業の経験として統一

として下記をそれぞれ置くものであること。

財務管理の経験

労務管理の経験

運営業務の経験
※ 上記は一人が複数の経験を兼ねることが可能

常勤役員

常勤役員 常勤役員を直接に補佐する者

について、直接
に補佐する者
になろうとす
る建設業者又
は建設業を営
む者において
５年以上の経
験を有する者
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【参考】経営業務の管理責任者等

○建設業法施行規則 （昭和２４年建設省令第１４号）（抄）
第七条 法第七条第一号の国土交通省令で定める基準は、次のとおりとする。
一 次のいずれかに該当するものであること。
イ 常勤役員等のうち一人が次のいずれかに該当する者であること。
（１） 建設業に関し五年以上経営業務の管理責任者としての経験を有する者
（２） 建設業に関し五年以上経営業務の管理責任者に準ずる地位にある者（経営業務を

執行する権限の委任を受けた者に限る。）として経営業務を管理した経験を有する者
（３） 建設業に関し六年以上経営業務の管理責任者に準ずる地位にある者として経営業務

の管理責任者を補佐する業務に従事した経験を有する者
ロ 常勤役員等のうち一人が次のいずれかに該当する者であつて、かつ、財務管理の業務経験
（許可を受けている建設業者にあつては当該建設業者、許可を受けようとする建設業を営む
者にあつては当該建設業を営む者における五年以上の建設業の業務経験に限る。以下このロ
において同じ。）を有する者、労務管理の業務経験を有する者及び業務運営の業務経験を有
する者を当該常勤役員等を直接に補佐する者としてそれぞれ置くものであること。
（１） 建設業に関し、二年以上役員等としての経験を有し、かつ、五年以上役員等又は役

員等に次ぐ職制上の地位にある者（財務管理、労務管理又は業務運営の業務を担当す
るものに限る。）としての経験を有する者

（２） 五年以上役員等としての経験を有し、かつ、建設業に関し、二年以上役員等として
の経験を有する者

ハ 国土交通大臣がイ又はロに掲げるものと同等以上の経営体制を有すると認定したもの。

法人である場合においてその役員のうち常勤で
あるもの、個人である場合にはその者等

業務を執行する社員、
取締役、執行役又は
これらに準ずる者

※執行役員は個別判断

主たる事務所において勤
務を要しない日を除き一
定の計画のもとに毎日所
定の時間中、その職務に
従事している者

取締役や支店長等の営業取引上対外的に責任を有
する地位にあって、経営業務の執行等の建設業の
経営業務について総合的に管理した経験

建設工事の施工に必要とされる資金の調達、技術
者及び技能者の配置、下請業者との契約の締結等
の経営業務全般について、従事した経験

取締役会の決議により業務執行権限の委譲を受け
る者として選任され、取締役会で定められた業務
執行方針に従って、業務執行に専念した経験

○ 建設業は一品受注生産であり、一つの工事の受注ごとにその工事の内容に応じて資金の調達、資材の購入、技術者の配置、下請負人の
選定・契約締結を行わなければならず、また工事の目的物の完成まで、その内容に応じた施工管理を適切に行うことが求められる。その
ため、建設業者は、建設業に係る経営業務の管理を適正に行うに足りる能力を有していることが必要。

建設業法施行規則 第7条第1号イ(１) 第7条第1号イ(2) 第7条第1号イ(3) 第7条第1号ロ(１) 第7条第1号ロ(2)

経験期間の地位
建設業に関する経営業務の

管理責任者
建設業に関する経営業務の管理責任者に準ずる地位 建設業の役員等又は役員等

に次ぐ職制上の地位
役員等

（建設業以外を含む）

経験の内容
経営業務の管理責任者としての
経験

執行役員等として経営業務
を管理した経験

経営業務の管理責任者を補
佐する業務に従事した経験

役員等に次ぐ職制上の地位の場
合は財務管理・労務管理・業務
運営のいずれかの業務の経験

役員等又は役員等に次ぐ職制上
の地位にある者としての経験

必要経験年数 ５年以上 ６年以上 ５年以上（建設業の役員等の経験２年以上含む）

常勤役員等を
直接補佐する者

建設業の財務管理・労務管理・業務運営についてそれぞれ業
務経験５年以上の者

○建設業許可事務ガイドライン
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適正な社会保険への加入を許可要件とする

健康保険
厚生年金
保険

雇用保険

適用事業所に該当する全ての営業所について、その
旨を届け出ていること

適用事業の事業所に該当す
る全ての営業所について、
その旨を届け出ていること

適用事業所とは
・土木、建築その他の工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破
壊、解体又はその準備の事業を行う事業所で常時５人以上の従業
員を使用するもの

・法人の事業所であって、常時従業員を使用するもの

適用事業とは
・労働者が雇用される事業

※許可要件としては適用事業所に該当する全ての事業所について、また、適用事業に該当する全ての適用
事業についてその旨を届け出ていることを要件とし、労働者ごとの加入までは要件としないこととする。

①経営能力／『適正な経営業務の管理』 基準

R１に改正
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②『財産的基礎』 基準

○一般建設業（●法第7条 ●平成13年国総建第97号 ●平成13年国総建第99号）

○特定建設業
（●法第15条 ●令第5条の4 ●平成13年国総建第97号 ●平成13年国総建第99号 ●平成12年建設省経建発建第111号）

8,000万円以上の請負契約を履行するに足りる財産的基礎が必要

⇒判断基準／次のすべてに該当することが必要。

判断基準／次のいずれかに該当することが必要。

※特定建設業については、民事再生手続き中等の経営再建中の企業に係る特例措置がある。

※本基準に適合するか否かは当該許可を行う際に判断するものであり、許可をした後にこの基準を適合し
ないこととなっても直ちに当該許可の効力に影響を及ぼすものではない。

イ 自己資本の額が５００万円以上であること

ロ ５００万円以上の資金を調達する能力を有すること

ハ 許可申請直前の過去５年間許可を受けて継続して営業をした実績を有すること

イ 欠損の額が資本金の額の２０パーセントを超えていないこと

ロ 流動比率が７５パーセント以上であること

ハ 資本金の額が2,000万円以上であり、かつ、自己資本の額が4,000万円以上で

あること
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③技術力／ 『営業所技術者等』 基準

（Point①）

専任であること（営業所に常勤して専らその職務に従事する者であること）

（Point②）

一定の技術要件を有する者であること

建設業の営業所ごとに、以下の者を配置

※指定７業種（土木、建築、電気、管、鋼構造、舗装、造園）について、特定建設業の許可を受け

ようとする場合は、１級等の国家資格者又は大臣が特別に認定した者に限る。

ア １級、２級の国家資格者
 (規則第７条の３等で規定）

イ 一定以上の実務経験者

   ①大卒（指定学科） 3年以上

②高卒（指定学科） 5年以上

③上記以外  10年以上

ウ 国土交通大臣認定者

ア １級の国家資格者
 (昭和63年告示第1317号で規定）

イ 一般建設業の技術要件を満たし、

かつ２年以上の指導監督的実務経験

（4,500 万以上の工事）を有する

者（指定建設業以外）

ウ 国土交通大臣認定者

＜一般建設業＞  法第７条 ＜特定建設業＞  法第15条
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③技術力／ 『営業所技術者等』 基準

２種類の工事実務経験

① 実務経験

② 指導監督的実務経験

・建設工事の施工に関する技術上のすべての職務経験

・見習い期間は含むが、雑務は含まれない

・発注者から直接請け負った建設工事に関する経験

・4,500万円以上の元請工事において、現場主任者等

の立場で工事の技術面を総合的に指導監督した経験
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【参考】営業所技術者等の専任工事現場の技術者兼務（R6.12施行）

営業所

技術者

営業所技術者

主任技術者

・営業所に専任で置か 
れる技術者は、営業所
における請負契約の締
結・履行の業務を管理
（第７条、第15条）

改

正

後

○営業所技術者等に関して、生産性向上に資するため、情報通信機器を活用する等の一定の要
件に合致する専任工事について、営業所技術者等が当該工事の監理技術者等の職務を兼務

できる改正を実施。（建設業法第２６条の５）

専任工事※

営業所

特定営業所技術者

監理技術者
or

主任技術者

専任工事※

営業所

兼務可

兼務可

【兼務の要件】

○請負金額

１億円（建築一式工事の場合は ２億円）未満

○兼任現場数

１工事現場

○営業所と工事現場の距離

１日で巡回可能かつ移動時間が概ね２時間以内

○下請次数

３次まで

○連絡員の配置

監理技術者等との連絡その他必要な措置を講

ずるための者の配置
（土木一式工事又は建築一式工事の場合は、当該建設工事の種類

に関する実務経験を１年以上有する者）

○施工体制を確認できる情報通信技術の措置

○人員の配置を示す計画書の作成、保存等

○現場状況を確認するための情報通信機器の設置

補：運用の詳細や留意事項は、「監理技術者制度運用マニュアル」にて
 規定

＜特定建設業の場合＞

＜一般建設業の場合＞

※請負代金の額が4,500万円以上
（建築一式工事は9,000万円以上）
 の場合に、監理技術者等の専任
 配置が必要 42



④ 『誠実性』 基準

許可を受けようとするその法人、個人、役員等、令３条使用人が、
請負契約に関して不正又は不誠実な行為をするおそれが明らかな者で
ないこと。

※関連法令違反者も該当
建築士法、宅地建物取引業法等の規定により不正又は不誠実な行為を行ったこと

をもって免許等の取消処分を受け、その最終処分から５年を経過しない者も、原則
としてこれに該当。（GL)

法第7条(一般建設業) 法第15条(特定建設業)

不正な行為
請負契約の締結又は履行の際における詐欺、脅迫、横領
等法律に違反する行為

不誠実な行為
工事内容、工期、天災等不可抗力による損害の負担等に
ついて請負契約に違反する行為
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欠格要件

法第８条(一般建設業) 令第３条の２ 法第１７条(特定建設業)

① 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

② 建設業許可の取消しの日から５年を経過しない者 

③ 許可の取消しの処分に係る通知があった日から、当該処分があった日までの間に廃業届出をした者で、当該
届出の日から５年を経過しないもの 

④ ③に規定する期間内に廃業届出があった場合において、許可取消処分の通知の前６０日以内に法人の役員、
使用人等であった者で、当該届出の日から５年を経過しないもの 

⑤ 営業停止の期間が経過しない者 

⑥  許可を受けようとする建設業について営業を禁止され、その禁止の期間が経過しない者 

⑦ 拘禁刑以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった日から５年
を経過しない者 

⑧ 建設業法、建設工事の施工若しくは建設工事に従事する労働者の使用に関する法令の規定（※）、暴力団対
策法に違反したことにより、又は刑法若しくは暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯したことにより、罰金の刑
に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなつた日から５年を経過しない者
※政令において、建築基準法、盛土規制法、都市計画法、景観法、労働基準法、職業安定法、労働者派遣法を規定

⑨ 暴力団員等（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含む）

⑩ 心身の故障により建設業を適正に営むことができない者

⑪ 未成年者で、その法定代理人が①～⑩又は⑫のいずれかに該当するもの

⑫ 法人で、その役員等又は政令で定める使用人のうちに、①～④、⑥～⑩のいずれかに該当する者のあるもの 

⑬ 個人で、政令で定める使用人のうちに、①～④又は⑥～⑩のいずれかに該当する者のあるもの

⑭ 暴力団員等がその事業活動を支配する者

※ 許可申請書や添付書類中に重要な虚偽記載や事実不告知がある場合は許可が拒否される 44



中央建設業審議会・社会資本整備審議会産業分科会建設部会 中間とりまとめ

Ⅲ．今後さらに検討すべき事項

今回の基本問題小委員会においては、現下の建設業における喫緊の課題として、請負契約の透
明化による適切なリスク分担、適切な労務費等の確保や賃金行き渡りの担保、魅力ある就労環境を
実現する働き方改革と生産性向上について、早急に講ずべき施策の方向性を審議したところである。

一方で、とりまとめの対象となった事項以外にも、今回の審議の過程において一部議論に上がった
重要な事項がある。例えば、
・重層下請構造に起因して非効率や技能労働者への不利益が発生していないか。また、実態を
踏まえて建設業許可の合理化をどう考えていくか。
・繁閑に応じた労働力の需給調整のあり方や、多能工の評価のあり方についての考え方や
ルールの整理。
・建設業の許可を要しない小規模工事について、それらに従事する者も含めた実態把握や
適切な管理方策のあり方。

といった事項についても、それぞれの実態把握やあるべき方向性について、今後検討を行っていくこ
とが望ましい。

今回のとりまとめでは、建設業法等の改正も視野に早急に講じるべき施策についての方向性を示
した。本とりまとめを踏まえ、関係する法令の改正など速やかに取り組むとともに、制度の詳細や運
用のルールに関する検討を引き続き行うことを強く要請する。同時に、公共工事における発注ルール
なども含む各種制度やルールについて、建設業を巡る現下の状況を踏まえた見直しや検討が行わ
れ、持続可能な建設業の実現に向け、官民一体となって不断の努力が継続されることを期待する。

（令和５年９月１９日）【抜粋】
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